
はじめに

2008年アメリカ大統領選挙は、画期的な選挙であった。民主党のバラク・オバマ陣営のフ

ェイスブック（facebook）などソーシャルメディアを駆使した「オバマ・キャンペーン」は、

アメリカの大統領選挙キャンペーン史上に新たなモデルを打ち立てた（1）。2008年大統領選を

皮切りに、ソーシャルメディアは、候補者と支持者、支持者と支持者をつなぎ、社会運動の

輪を広げるコミュニケーション・ツールとして利用されているという指摘もある（2）。

2013年以降アメリカで拡大した「#Black Lives Matter（黒人の命も大切だ）」運動はソーシャ

ルメディアによって社会運動が活発化し、長期的に続いているひとつのよい例だろう。これ

は構造的な黒人差別への反対運動である。2012年に、黒人のトレイヴォン・マーティン少年

が射殺された事件で、殺人罪に問われたヒスパニック系の元自警団員に無罪評決が下ったこ

とが引き金となった。

ピュー・リサーチ・センターによれば、2013年7月から2018年5月までに、「#Black Lives

Matter」のハッシュタグはツイッター上で3000万回近く、一日平均では1万7002回使われた。

このようなハッシュタグが登場したことで、政治的エンゲージメントや社会運動にソーシャ

ルメディアを活用する有効性や実行可能性に対しての幅広い議論が巻き起こった。多くのア

メリカ人はソーシャルメディアを社会運動が継続的に続くことに必要なツールとみなしてい

る（3）。

他方で、2016年アメリカ大統領選挙では、ソーシャルメディアはフェイクニュース（人を

だます意図のある偽情報）の主要な流通経路となってしまい、社会の分断を強めることにつな

がった。フェイクニュースとしては、「ローマ法王がドナルド・トランプを大統領に支持」と

いう見出しの捏造記事が出回った（4）。また、「ワシントンのピザ店が小児性愛と児童買春の拠

点になっており、ヒラリー・クリントン候補がそれにかかわっている」という、いわゆるピ

ザゲート陰謀論は、大統領選終盤でツイッター（Twitter）などで拡散し、それを信じた者が

店に乗り込み銃撃戦にまで発展した（5）。オンラインニュースサイト「ポリティコ（Politico）」

の編集長であったグラッサーは、2016年の大統領選挙では、同じ考え方をもつ者同士のクラ

ウド（cloud computing service）の渦のなかにわれわれが暮らしていること、そして、フェイス

ブックであおられる党派的なフェイクニュースに囲まれていることが示されたと嘆いた（6）。

そこで、本稿では、アメリカにおけるフェイクニュース現象を手がかりに、ソーシャルメ

国際問題 No. 683（2019年7・8月）● 17

Kiyohara Shoko



ディアは政治・社会の分断を加速しているのか、という問題を検討していきたい。

1 メディアの分極化とメディア不信

アメリカのフェイクニュース現象を理解するうえで必要なメディアの分極化とメディア不

信の状況について説明したい。オックスフォード大学ロイター・ジャーナリズム研究所の

『デジタル・ニュース・レポート2017』は、「インターネットやソーシャルメディアは低迷す

るメディアの信頼状況をさらに悪化させ、“フェイクニュース”を蔓延させている。しかし、

多くの国で、メディア不信を助長する根底には、根深い政治的分極化や、主流メディアにバ

イアスがあると認知されている点が大きく関係しているとわかった。アメリカ、イタリア、

ハンガリーといった政治的分極化が進んでいる国では、この傾向は特に当てはまる」と指摘

した（7）。

21世紀に入り、アメリカはさらに政治的分極化が進んでいる。民主党、共和党、それぞれの

支持層の間で人種や移民問題など、社会のセーフティーネットに関して考え方が大きく異な

っている。それはメディア環境にも影響している。今や党派的な立場を明らかにしているか

どうかというのがアメリカのメディア環境の状況を示す重要な要素のひとつとなっている（8）。

保守派の多くは、保守系のメディア、すなわちケーブルテレビのFOXニュースや『ウォー

ル・ストリート・ジャーナル』紙などからニュースを得るのに対し、リベラル派の多くは、

これらの情報源をできるだけ避けようとし、リベラル系のケーブルテレビのMSNBCから情

報を得ることを好むようになる。これは、似た考えの人が同じメディアに引き寄せられると

いうことを意味するだけではない。こうした傾向は、「投票者同士の分裂を広げ、政治の分極

化に貢献している―そして、最終的な投票に影響を及ぼす」と考えられている（9）。

このような傾向はオンライン上でも起きている。オンラインニュースのなかでも、2016年

大統領選挙では、支持する候補者が民主党のヒラリー・クリントン候補か、それとも共和党

のドナルド・トランプ候補かによって、有権者の情報源とするオンラインニュースサイトに

も違いがみられた。第1図に示したように、全有権者と比べ、リベラル系の「ハフィントン

ポスト（Huffington Post, 2017年4月からHuffPost）」をクリントン候補支持者が好むのに対して、

保守系の「ブライトバート（Breitbart）」や「ドラッジレポート（DrudgeReport）」をトランプ候

補の支持者が好んで情報源としていたことがわかった。

アメリカの有権者は右（保守派）と左（リベラル派）に分かれ、それぞれに好むメディアや

オンラインニュースも異なる状況にある。他方で、政治的バイアスがかかった既成メディア

に対する不信感がいっそう深まっている。

1972年以来、ギャラップ調査はマスメディアの信頼度に関する世論調査を行なっている。

ウォーターゲート事件などの調査報道が行なわれた1976年には72%と高かったメディアの信

頼度が次第に下がり、2016年には32%にまで落ち込んだ。とりわけ、メディアを信頼すると

答えた割合は、民主党支持者に比べ共和党支持者の場合かなり低かった（民主党支持者：51%、

共和党支持者：14%）。その後、全体的にやや信頼度は回復傾向にあるが、2018年には民主党

支持者がメディアを信頼すると答える割合が76%に対し、共和党支持者の場合21%となった。
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2016年と2018年を比べると、支持政党の違いによるメディア信頼度のギャップはむしろ広が

った（10）。

政治の分極化に加えてメディアの分極化も進んでいる状況で、アメリカの多くの有権者は

自分の政治イデオロギーに近いメディアを情報源として選択する傾向が強い。こうしたメデ

ィアへの選択的接触は、何をフェイクニュースと捉えるか、という有権者の認知の違いにも

つながる。ギャラップ社・ナイト財団の調査では、共和党支持者は、民主党支持者に比べ、

「正しいストーリーだが、政治的指導者や団体について否定的に扱われたニュース」を「いつ

もフェイクニュース」と認知する割合が高かった（11）。また、トランプ大統領は就任後まもな

く、ツイッターを使って、『ニューヨークタイムズ』紙、地上波の全国ネットワーク（NBC、

ABC、CBS）、そしてケーブルテレビのCNNを名指しで、「フェイクニュース・メディア」と

レッテルを貼り、それらは「私の敵ではない、アメリカ国民の敵だ」と攻撃した（12）。イデオ

ロギー的にバイアスがかかったと認知されている従来のメディアに対する不信感が強まるな

かで、アメリカ人の多くはソーシャルメディアを通じて選択的ニュース接触をすることに前

向きであると考えることもできる（13）。

2 ソーシャルメディアが主要な政治情報源に

ピュー・リサーチ・センターの調査では、2016年大統領選挙キャンペーンに関して、「最

も役に立った情報源」として、回答者の24%がケーブルテレビニュースを挙げた。ソーシャ

ルメディアがそれに続いて14%を占め、ローカルニュースと並んだ。年代別にみると、18―

29歳の間ではソーシャルメディアが選挙情報源のトップ（35%）である。30―49歳の間では

選挙情報源のトップはケーブルテレビニュース（21%）だが、ソーシャルメディアはニュー

スウェブサイト・アプリに続いて3位の15%であった。この調査では、若年層にとって選挙

情報源におけるソーシャルメディアの比重が高いことがみてとれた（14）。

また、アメリカの選挙キャンペーンの戦術では、テレビ広告の役割が大変大きく、選挙キ
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ャンペーン支出において、テレビ広告費は巨額になるのだが、最近では、政治広告に占める

フェイスブックやグーグル（Google）などのデジタル広告の割合も増えているという指摘が

ある（15）。選挙キャンペーンのデジタル広告費が増えているということは、それだけ選挙情報

源としてのソーシャルメディアの存在感が上がっていることを示唆している。

しかし、2016年大統領選挙でソーシャルメディアはフェイクニュースの主要な流通経路に

なったと批判されている。オンラインメディア企業の「バズフィード（BuzzFeed）」は大統領

選挙終盤、選挙関連のフェイクニュースがフェイスブックでどのくらい閲覧されたのかを調

査した。その結果、フェイスブック上では、主要ニュースサイトからの選挙関連ニュースよ

りも、フェイクニュースの閲覧のほうが多かったとわかった（16）。ソーシャルメディアは家族

や友達同士がつながることを助けるだけではない。サンスティーンは、「ソーシャルメディ

ア、とくにフェイスブックは、人々が政治問題について何を知るかを決定するうえで大きな

影響力を持つ」と述べる（17）。

3 ソーシャルメディアのフィルタリングと集団分極化

フェイスブックのニュースフィードやツイッターなどのタイムラインでは、ユーザーのみ

たい情報や興味のある情報が優先的に表示される。限られた時間のなかで情報の渦のなかか

ら、自分が好きなこと、考えが同じものを選んで表示してくれることはとても便利だと感じ

る人も多いだろう。学生とこの点について議論をすると、「それは当然のことだ」「便利だし、

政府の検閲ではない。何が問題なのか」という反応が寄せられる。しかしサンスティーンは、

われわれがソーシャルメディアのアルゴリズムによるフィルタリングによって選別された情

報にばかり接触することで、社会が分断化されていく危険性に対して警鐘を鳴らしている。

ここでは、サンスティーンの著書『＃リパブリック』における議論を紹介しながらこの問題

を考えてみよう。

サンスティーンは、断片化したコミュニケーションシステムについて民主主義の観点から

基本的な懸念を3点挙げた。

・選ぶつもりのなかった情報、話題、立場に触れることの価値、あるいは少なくとも、真

実についてのある程度の理解と興味が引き出されるほど十分にそれらに触れることの価

値

・多様な共通経験の重要性

・政策と原則という本質的問題ならびにこういう問題にかんする多様な立場に関心を向け

る必要性

である（18）。

この3点から考えると、ソーシャルメディアのアルゴリズムによって、利用者ごとにカス

タマイズしてフィルターをかける力が増すことによって、コミュニケーションシステムはい

きすぎた社会の断片化を生む恐れがある。社会をつなぐはずの情報と経験の共有が限定され

る点が問題となる（19）。人々は自分とは異なる意見や思いがけない価値観に触れる機会が減り、

ソーシャルメディア上の価値観を共有する者同士との情報交換に閉ざされ、それが共鳴によ
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り増幅される環境にある（エコーチェンバー現象）。

ヒメルボイム、マッククリーリー、スミスの研究では、2010年の中間選挙において、賛否

両論ある10件の政治問題に関するツイッターのネットワーク分析を行なった。その結果、

「ツイッター利用者がフォローする利用者群はたいてい政治的に均質であり、利用者がイデオ

ロギーをまたいだ（cross-ideological）コンテンツにさらされる可能性は低い」ことが明らかに

なった（20）。

日本の政治家をフォローするツイッター利用者の言論空間を対象にした瀧川の分析でも、

「Twitter政治場において、特に『極端な』政治的志向をもつ人々同士については、公共的な議

論の可能性が少なからず阻害されるリスクが存在する」と示された（21）。

サンスティーンはまた、エコーチェンバーは人にフェイクニュースを信じさせる可能性が

あり、それを訂正するのは困難もしくは不可能かもしれないと指摘する（22）。そして、「集団分

極化」という言葉は本来、熟議の後で、集団の成員がもともと偏向していた方向に、より過

激な立場へと人々が向かう可能性が高いという意味であるが、サンスティーンは、インター

ネットやソーシャルメディアでは考えの似た者同士が容易につながっており、考えが正反対

な者の意見を聞く機会が減っているため、より過激なかたちで集団分極化が起きていると指

摘する（23）。

しかし、ソーシャルメディアは他者との分断の溝を深くすることもあれば、社会をつなげ

る場合もある。その点についてサンスティーンは、「共通の経験や苦情を持つ人々のあいだで

交流するための孤立集団の形成をソーシャルメディアが容易にするならば、ソーシャルメデ

ィアは危険であると同時に恩恵でもある」と述べた（24）。危険な場合としては、インターネッ

トやソーシャルメディアはテロリストやヘイトグループによっても使われる可能性がある。

ソーシャルメディアの恩恵としては、冒頭で示したように、2008年のオバマ・キャンペーン

や、「#Black Lives Matter」のソーシャルメディアを活用した人種差別に対する抗議運動の展

開が当てはまるだろう。

おわりに

ソーシャルメディア空間では政治的、イデオロギー的な同質性が高まり、似たような考え

方をもつ者同士のコミュニケーションが増幅される。それは時には社会の弱者が社会の不均

衡や差別といった問題に立ち上がる力となるかもしれない。他方で、ソーシャルメディアで

自分の考えや興味に近い、心地よいコンテンツにばかり触れることで、人々はある問題につ

いて反対の意見を聞く機会が減ることになる。そのためフェイクニュースが蔓延しやすくな

り、社会の分断が深まることが十分に考えられる。遠藤は、「ソーシャルメディア空間には、

現在、極端な意見や、差別的言辞があふれている。そしてそれらの多くは、フェイクニュー

スあるいは誤った、虚偽の事実報告にもとづいて発せられる」と指摘する（25）。

ソーシャルメディア企業も手をこまねいてばかりではない。フェイスブックは、より信頼

性の高いプラットフォームとなるため、フェイスブックのニュースフィードでフェイクニュ

ースが流れることを防ぐことを目標に、新たな取り組みを2016年の大統領選挙後に始めた。
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簡単に言えば、フェイスブック利用者がフェイクニュースだと思う記事に対して、「これはフ

ェイクニュースである」とクリックをし、フィードバックをフェイスブックに送ることがで

きる機能を取り入れた。その情報はフェイスブックと提携している第三者機関のファクトチ

ェッカー（事実確認を行ない記事を書く専門家集団）によって選別され、審議・判定される。

その結果フェイクニュースと判定されると、フェイスブックのニュースフィードで元の投稿

に「第三者機関のファクトチェッカーによって真偽が問われている」と書かれた警告ラベル

と、その理由が説明されたサイトのリンクが表示される。さらに、フェイスブックのアルゴ

リズムで、その情報の拡散が難しくなるように設定される。警告ラベルがつけられても、利

用者がシェアすることは可能だが、警告ラベルが付いた状態でシェアされる（26）。

また、フェイスブックがヘイトスピーチやフェイクニュースの流通の温床になっていると

いう社会的な批判に対して、同社は2019年5月2日、より厳しい措置をとる姿勢を示した。

特定の人物や団体のアカウントを永久削除し、投稿を認めないなどの新たな措置を発表した。

対象となったのは、極右思想や陰謀論を掲げる政治評論家のアレックス・ジョーンズ氏や反

ユダヤ主義を掲げるルイス・ファラカン氏などである（27）。ツイッターも2018年9月6日、ア

レックス・ジョーンズ氏のアカウントや、関連する動画アカウントを永久に停止した（28）。

このように、2016年大統領選挙をきっかけにフェイクニュース現象が大きな社会問題とな

っているアメリカでは、ソーシャルメディア企業の独自の取り組みが始まっている。日本で

は、政治的分極化とメディアの分極化が明確なアメリカに比べ、進み方はスローペースかも

しれない。しかし、アメリカと同様に、メディア環境の変化は日本でも起きている。日本に

おいてもマスメディアへの信頼度は下降傾向にあり、若年層ではソーシャルメディアやまと

めサイトの重要度が高いという指摘もある（29）。サンスティーンは「大衆メディアは重要な役

割を今後も果たしつづける」（30）と述べるが、今後、既成メディアとソーシャルメディアとの

関係はどのように変化していくのか。ソーシャルメディアの普及の先に、日本社会はどう変

わっていくのか。われわれは良くも悪くもこの点で先をいくアメリカの状況を他山の石とす

べきであろう。
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